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研究開発の概要 〇災害が起こった場合、その危険がなくなった後は、自宅に被害がなければ自宅に滞在

することが基本であるが、自宅に被害がない場合でも自宅から避難するケースが多

く、過去の災害では、ライフライン停止がその理由として上位に挙がっている。

〇電力供給に関する代替機能確保により自宅での居住継続の可能性を拡大することが重

要であり、省エネルギー技術として確立しつつある太陽光発電と蓄電池を組み合わせ

たシステム(以下、自立型エネルギーシステム)の活用により実現が可能である。

〇災害後における自立型エネルギーシステムの実効性を担保するためには、システムが

災害や状況の変化に対して適切な性能を有しているかを、建築主や設計者が判断でき

ることが重要となる。

〇災害後において自宅での居住継続を可能とするために必要な電力用途を明確にすると

ともに、自立型エネルギーシステムに対する住宅設計上の要求事項を定量化し、設計

ガイドラインの作成に向けて設計目標として整理する。

【研究期間：令和２～４年度 研究費総額：約４２百万円】

研究開発の目的

（アウトプット

指標、アウトカム

指標）

【アウトプット】

・災害後における居住継続のための自立型エネルギーシステムの設計目標

【アウトカム】

・エネルギー供給源の多様化・分散化／住宅の省エネルギー対策強化への波及

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価

【必要性】

〇災害後において自宅での居住継続を可能とするために、省エネルギー技術として確立

しつつある自立型エネルギーシステムを活用することでエネルギー供給源の多様化・

分散化を図るため、以下の技術的課題を解決する本研究の実施が必要である。

課題 1): 災害後において自宅での居住継続に必要な電力用途が不明確である。

課題 2):1)に対応する、太陽光発電と蓄電池によって構成される自立型エネルギーシ

ステムの住宅設計における設計目標が未整理である。

【効率性】

〇学識経験者と意見交換を行うことで、今後の開発動向も含めて蓄電池に関する最新情

報を効率よく収集する。

〇これまでの基準整備のために実施された国総研の技術検討成果や学会等における既往

の知見を最大限に活用する。

【有効性】

〇自立型エネルギーシステムに災害に対する備えとしての新たな価値が付加されるとと

もに、国民の省エネルギーに対する理解や関心が深まる機会となり、住宅の省エネルギ

ー対策の強化に対する波及効果も期待できる。

外部評価の結果 本研究は、災害後において自宅での居住継続を可能とするために、省エネルギー技術と

して確立しつつある自立型エネルギーシステムに対する住宅設計上の要求事項を明らか

にするものであり、国土技術政策総合研究所において実施すべきと評価する。

なお、研究の実施にあたっては、複数の災害のケースを想定して検討を進めるととも

に、将来的に地域単位でのシステム導入も視野に入れて研究を進められたい。
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